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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。なお、第60期中は１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

３．第60期中の「中間純損失」は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるものであ

ります。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 184,627 179,495 181,049 381,090 378,842 

経常利益（百万円） 660 845 293 2,533 2,965 

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
148 304 △2,080 1,561 818 

純資産額（百万円） 15,973 17,724 16,100 17,947 18,596 

総資産額（百万円） 98,511 99,487 94,836 88,347 92,500 

１株当たり純資産額（円） 292.88 325.97 298.39 328.28 343.38 

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当たり中間純損失金額

（△）（円） 

2.73 5.58 △38.55 27.52 13.93 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 16.2 17.8 17.0 20.3 20.1 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
1,649 △4,189 △2,408 6,479 △1,341 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
931 △328 △354 1,131 △1,788 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△3,237 4,506 2,275 △8,956 2,611 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
3,746 3,044 2,050 3,056 2,537 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(人) 

1,511 

(796) 

1,469 

(689) 

1,441 

(670) 

1,465 

(736) 

1,410 

(679) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．１株当たり情報については、企業内容等の開示に関する内閣府令（第五号様式）記載上の注意(4)ｂただし

書に基づき省略しております。 

３．第60期中の「中間純損失」は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるもので

あります。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 103,196 102,936 104,003 213,322 214,603 

経常利益（百万円） 596 875 590 1,511 1,723 

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
248 504 △1,174 923 1,006 

資本金（百万円） 6,495 6,495 6,495 6,495 6,495 

発行済株式総数（株） 55,362,921 55,362,921 55,362,921 55,362,921 55,362,921 

純資産額（百万円） 16,905 18,144 17,872 18,121 18,915 

総資産額（百万円） 53,018 54,073 52,540 47,612 49,385 

１株当たり中間(年間)配当額（円） － － － 7.5 7.5 

自己資本比率（％） 31.9 33.6 34.0 38.1 38.3 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(人) 

457 

(114) 

453 

(111) 

452 

(107) 

442 

(113) 

442 

(110) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、当社グループからグループ外部への出向者を除き、グループ外からの出向者を含む就業人員数

であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の中間連結会計期間（連結会計年度）の平均雇用者数であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の中間会計期間（事業年度）の平均雇用者数であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

事業部門の名称 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日現在） 

従業員数（人） 従業員数（人） 従業員数（人） 

卸売市場における水産物卸

売部門 

542 

(134) 

538 

(153) 

529 

(125) 

上記以外における水産物卸

売部門 

767 

(429) 

740 

(382) 

721 

(423) 

その他 
160 

(126) 

163 

(135) 

160 

(131) 

合計 
1,469 

(689) 

1,441 

(670) 

1,410 

(679) 

 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日現在） 
前事業年度末 

（平成17年３月31日現在） 

従業員数（人） 
453 

(111) 

452 

(107) 

442 

(110) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資は増加し、雇用・所得環境におき

ましても改善の動きが見られるなど、景気は穏やかな回復基調で推移いたしました。 

 水産物流通業界におきましては、依然として個人消費の低価格志向による販売競争の激化や海外市場での水産物

需要の高まり、原油価格の高騰などによる仕入コストの上昇など厳しい状況にあります。 

 このような環境のなか、当社グループ各社は水産物流通において、生産から消費まで広範なネットワークを通じ

て、多様化する顧客ニーズに沿った事業活動を積極的に展開してまいりました。当中間連結会計期間の売上高は、

販売価格の低迷が続くなか取扱数量の拡大に取り組み1,810億49百万円（前年同期比100.9％）となりました。損益

面では、売上総利益率の悪化により売上総利益が118億98百万円（前年同期比94.1％）と減少し、販売費及び一般

管理費の削減や金融収支の改善など効率化は進めておりますが、営業利益は2億34百万円（前年同期比27.8％）、

経常利益は2億93百万円（前年同期比34.7％）となりました。中間純利益は固定資産の減損会計適用による減損損

失19億95百万円を含む特別損失22億51百万円の計上により、20億80百万円の純損失（前年同期3億4百万円の純利

益）となりました。 

 当社グループは、生鮮水産物及び加工水産物の卸売を主要事業としており、全セグメントの売上高の合計、営業

利益の合計額に占める水産物卸売事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報は開

示しておりません。 

 販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．相手先別販売実績において、総販売実績に対する割合が10％を超える相手先はありません。 

事業部門の名称 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

販売高（百万円） 販売高（百万円） 販売高（百万円） 

卸売市場における水産物卸

売部門 
109,263 110,402 229,241 

上記以外における水産物卸

売部門 
68,217 68,739 145,671 

その他 2,014 1,907 3,929 

合計 179,495 181,049 378,842 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりとなりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動では、売上債権の増加21億27百万円（前年同期43億61百万円の増加）及びたな卸資産の増加24億22百万

円（前年同期65億64百万円の増加）が資金の減少要因となり、営業活動によるキャッシュ・フローは24億8百万円

の支出（前年同期41億89百万円の支出）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動では、投資有価証券及び関係会社株式の売却及び取得による純収入2億1百万円（前年同期73百万円の純

支出）がありましたが、有形固定資産の取得による支出3億67百万円（前年同期2億30百万円の支出）、短期貸付金

及び長期貸付金の純支出2億32百万円（前年同期74百万円の純支出）が主な資金の減少要因となり、投資活動によ

るキャッシュ・フローは3億54百万円の支出（前年同期3億28百万円の支出）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動では、主に短期借入金及び長期借入金の借入による純収入27億57百万円（前年同期50億15百万円の純収

入）と配当金の支払4億73百万円（前年同期4億77百万円の支出）により、財務活動によるキャッシュ・フローは22

億75百万円の収入（前年同期45億6百万円の収入）となりました。 

 この結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は20億50百万円となり、前連結会計年度末から4

億87百万円の減少となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

 「第２ 事業の状況 １．業績等の概要 (1）業績」に記載しているため省略いたしました。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。 

 なお、当中間連結会計期間末において、新たに確定した重要な設備の売却の計画は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

会社名 所在地 
事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 
面積 
（㎡） 

帳簿価額 
（百万円） 

売却予定年月日 

当社 大阪市西区 水産物卸売事業 賃貸用土地 1,812 1,629 平成18年１月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行なわれた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 209,159,000 

計 209,159,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 55,362,921 55,362,921 
大阪証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 55,362,921 55,362,921 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年４月１日～ 

 平成17年９月30日 
－ 55,362,921 － 6,495 － 6,033 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は全て信託業務に係るものであります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が20,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

マルハ株式会社 東京都千代田区大手町１丁目１－２ 5,825 10.52 

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５－12 3,680 6.65 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13－２ 2,668 4.82 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 2,581 4.66 

丸紅株式会社 東京都千代田区大手前１丁目４－２ 2,000 3.61 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 1,842 3.33 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ンツイーアイエスジー 

（常任代理人 株式会社東京

三菱銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

1,746 3.15 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21－24 1,742 3.15 

株式会社ニチロ 東京都千代田区有楽町１丁目12－１ 1,625 2.94 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,600 2.89 

計 － 25,312 45.72 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式（自己保有） 1,356,000 － 

－ 
普通株式（相互保有） 360,000 － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 52,803,000 52,803 － 

単元未満株式 普通株式 843,921 － － 

発行済株式総数 55,362,921 － － 

総株主の議決権 － 52,803 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１

個）あります。なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれてお

ります。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）役員の異動 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

大阪魚市場㈱ 

大阪市福島区野田１

丁目１番86号 
1,356,000 － 1,356,000 2.45 

（相互保有株式） 

大阪中央冷蔵㈱ 

大阪市福島区野田１

丁目１番86号 
210,000 － 210,000 0.38 

（相互保有株式） 

㈱奈良魚市 

奈良県大和郡山市馬

司町642－２奈良県中

央卸売市場内 

150,000 － 150,000 0.27 

計 － 1,716,000 － 1,716,000 3.10 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 319 342 328 364 365 360 

最低（円） 283 306 316 321 335 340 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 

常務執行役員市場

営業本部長兼福島

本社営業部門担当 

取締役 

専務執行役員市場

営業本部長兼福島

本社営業部門担当

勝屋 昭雄 平成17年12月19日

取締役  
執行役員東部支社

長 
取締役 

常務執行役員東部

支社長 
 大滝 紘爾 平成17年12月19日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９

月30日）及び当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）及び当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平

成17年９月30日）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

＜資産の部＞           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２  3,158   2,178   2,667  

２．受取手形及び売掛金   38,850   37,617   35,425  

３．有価証券   74   －   －  

４．たな卸資産   25,726   25,109   22,687  

５．繰延税金資産   665   948   579  

６．その他   3,134   2,915   2,773  

貸倒引当金   △975   △932   △923  

流動資産合計   70,633 71.0  67,838 71.5  63,209 68.3 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物 ※２ 4,949   4,399   4,789   

(2）機械装置及び運搬
具  1,320   1,078   1,204   

(3）器具及び備品  219   186   204   

(4）土地 ※２ 11,091   9,295   10,993   

(5）建設仮勘定  － 17,579  117 15,076  － 17,192  

２．無形固定資産   219   175   209  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 6,409   9,715   8,940   

(2）長期貸付金  993   1,036   929   

(3）長期滞留債権  10,725   9,693   9,674   

(4）繰延税金資産  1,296   26   448   

(5）再評価に係る繰延
税金資産  561   －   561   

(6）その他  1,256   1,213   1,185   

貸倒引当金  △10,187 11,054  △9,939 11,745  △9,850 11,888  

固定資産合計   28,853 29.0  26,997 28.5  29,290 31.7 

資産合計   99,487 100.0  94,836 100.0  92,500 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

＜負債の部＞           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金   29,610   25,000   23,092  

２．短期借入金 ※２  32,295   33,614   31,005  

３．未払法人税等   170   161   418  

４．未払消費税等   48   96   233  

５．賞与引当金   715   654   601  

６．その他 ※２  2,672   2,799   2,481  

流動負債合計   65,513 65.9  62,327 65.7  57,832 62.5 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  5,593   5,259   5,111  

２．再評価に係る繰延税
金負債 

   －   453   －  

３．退職給付引当金   2,133   2,176   2,225  

４．役員退職慰労引当金   493   463   528  

５．連結調整勘定   148   42   124  

６．その他   488   1,182   559  

固定負債合計   8,856 8.9  9,577 10.1  8,548 9.3 

負債合計   74,369 74.8  71,905 75.8  66,381 71.8 

＜少数株主持分＞           

少数株主持分   7,392 7.4  6,830 7.2  7,521 8.1 

＜資本の部＞           

Ⅰ 資本金   6,495 6.5  6,495 6.8  6,495 7.0 

Ⅱ 資本剰余金   6,033 6.1  6,033 6.4  6,035 6.5 

Ⅲ 利益剰余金   4,531 4.5  2,273 2.4  5,045 5.5 

Ⅳ 土地再評価差額金   △429 △0.4  △774 △0.8  △429 △0.5 

Ⅴ その他有価証券評価差
額金   1,327 1.3  2,440 2.6  1,808 2.0 

Ⅵ 自己株式 ※２  △233 △0.2  △367 △0.4  △358 △0.4 

資本合計   17,724 17.8  16,100 17.0  18,596 20.1 

負債、少数株主持
分及び資本合計   99,487 100.0  94,836 100.0  92,500 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   179,495 100.0  181,049 100.0  378,842 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  166,855 93.0  169,151 93.4  352,105 92.9 

売上総利益   12,639 7.0  11,898 6.6  26,737 7.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  11,796 6.5  11,663 6.5  23,835 6.3 

営業利益   843 0.5  234 0.1  2,902 0.8 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  33   32   65   

２．受取配当金  42   84   53   

３．連結調整勘定償却額  22   12   47   

４．持分法による投資利
益  3   12   48   

５．賃貸料  148   126   278   

６．その他  50 300 0.2 79 347 0.2 156 650 0.2 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  191   191   375   

２．賃貸原価  90   73   135   

３．その他  16 298 0.2 23 288 0.1 75 586 0.2 

経常利益   845 0.5  293 0.2  2,965 0.8 

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却益  120 120 0.0 130 130 0.1 227 227 0.0 

Ⅶ 特別損失           

１．災害損失  218   3   218   

２．減損損失 ※３ －   1,995   －   

３．その他  21 239 0.1 252 2,251 1.3 628 846 0.2 

税金等調整前中間
（当期）純利益   727 0.4  － －  2,345 0.6 

税金等調整前中間
（当期）純損失   － －  1,827 1.0  － － 

法人税、住民税及
び事業税  115   101   453   

法人税等調整額  296 411 0.2 218 320 0.2 955 1,408 0.4 

少数株主利益   11 0.0  － －  118 0.0 

少数株主損失   － －  67 0.0  － － 

中間(当期)純利益   304 0.2  － －  818 0.2 

中間(当期)純損失   － －  2,080 1.2  － － 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,033  6,035  6,033 

Ⅱ 資本剰余金増加高            

 １．自己株式処分差益  － － － － 2 2 

 Ⅲ 資本剰余金減少高            

 １．連結子会社減少に
伴う減少高 

 － － 2 2 － － 

Ⅳ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,033  6,033  6,035 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   4,698  5,045  4,698 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  304   －   818   

 ２．連結子会社減少に伴
う増加高 

 － 304 94 94 － 818 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  410  405  410  

２．役員賞与  60  59  60  

 ３．中間（当期）純損失  －  2,080  －  

 ４．土地再評価差額金取
崩額 

 －  200  －  

５．持分法適用会社減少
に伴う減少高 

 － 470 120 2,866 － 470 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  4,531  2,273  5,045 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・
フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．税金等調整前中間
（当期）純利益（△
は純損失） 

 727 △1,827 2,345 

２．減価償却費  448 396 907 

３．減損損失   － 1,995 － 

４．固定資産除却損  － 41 29 

５．投資有価証券売却益  △120 △130 △227 

６．持分法による投資損
益（△は利益） 

 △3 △12 △48 

７．貸倒引当金増減額
（△は減少） 

 △3 97 △392 

８．退職給付引当金増減
額（△は減少） 

 △89 △48 1 

９．役員退職慰労引当金
増減額（△は減少） 

 △130 △65 △95 

10．受取利息及び受取配
当金 

 △76 △117 △118 

11．支払利息  191 191 375 

12．売上債権の増減額
（△は増加） 

 △4,361 △2,127 107 

13．たな卸資産の増減額
（△は増加） 

 △6,564 △2,422 △3,526 

14．仕入債務の増減額
（△は減少） 

 6,554 1,937 △8 

15．未払消費税等の増減
額（△は減少） 

 △116 △136 68 

16．役員賞与の支払額  △74 △73 △74 

17．その他  14 364 163 

小計  △3,607 △1,935 △493 

18．利息及び配当金受取
額 

 78 121 123 

19．利息の支払額  △203 △177 △387 

20．法人税等の支払額  △457 △416 △584 

営業活動による
キャッシュ・フ
ロー 

 △4,189 △2,408 △1,341 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・
フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．定期預金の預入によ
る支出 

 △3 △3 △23 

２．定期預金の払戻によ
る収入 

 6 3 10 

３．有価証券の償還によ
る収入 

 7 － 82 

４．有形固定資産の取得
による支出 

 △230 △367 △462 

５．有形固定資産の売却
による収入 

 － 79 72 

６．投資有価証券の取得
による支出 

 △371 △316 △2,185 

７．投資有価証券の売却
による収入 

 298 519 592 

８．短期貸付金の実行に
よる支出 

 △1,278 △1,367 △2,664 

９．短期貸付金の回収に
よる収入 

 1,180 1,242 2,615 

10．長期貸付金の実行に
よる支出 

 △30 △131 △56 

11．長期貸付金の回収に
よる収入 

 53 23 142 

12．関係会社株式の取得
による支出 

 － △102 － 

13．関係会社株式の売却
による収入 

 － 101 － 

14．その他  39 △35 87 

投資活動による
キャッシュ・フ
ロー 

 △328 △354 △1,788 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・
フロー計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．短期借入金の純増減
額（△は減少） 

 8,089 3,538 6,861 

２．長期借入れによる収
入 

 1,100 1,600 2,550 

３．長期借入金の返済に
よる支出 

 △4,173 △2,380 △6,168 

４．自己株式の取得によ
る支出 

 △31 △9 △197 

５．自己株式の売却によ
る収入 

 － － 42 

６．配当金の支払額  △410 △405 △410 

７．少数株主への配当金
の支払額 

 △67 △68 △67 

財務活動による
キャッシュ・フ
ロー 

 4,506 2,275 2,611 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（又は減少額） 

 △11 △487 △518 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 3,056 2,537 3,056 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 3,044 2,050 2,537 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  14社 

主要な連結子会社の名称 

大栄太源㈱ 

㈱スイチョク 

やまは食品㈱ 

ヤマハ食品㈱は、平成16年７

月１日をもって、やまは食品

㈱に商号変更いたしました。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  13社 

主要な連結子会社の名称 

大栄太源㈱ 

㈱スイチョク 

やまは食品㈱ 

前連結会計年度まで連結子会

社であった兵庫養殖漁業生産

組合は、当中間連結会計期間

中に清算いたしました。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  14社 

主要な連結子会社の名称 

大栄太源㈱ 

㈱スイチョク 

やまは食品㈱ 

  

  

(2）主要な非連結子会社名 

㈱トウニチ水産 

(2）主要な非連結子会社名 

㈱トウニチ水産 

(2）主要な非連結子会社名 

㈱トウニチ水産 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社15社は、いず

れも小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除いており

ます。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社18社は、いず

れも小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、中間

純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除いており

ます。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社17社は、いず

れも小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、連結

の範囲から除いておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社の

数        ３社 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社の

数        １社 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社の

数        ３社 

持分法を適用した関連会社の

名称 

㈱奈良魚市 

中央物産㈱ 

中央フードサービス㈱ 

持分法を適用した関連会社の

名称 

 ㈱奈良魚市 

前連結会計年度まで持分法適

用会社であった中央物産㈱及

び中央フードサービス㈱は、

株式の売却により、持分法の

適用範囲から除いておりま

す。 

持分法を適用した関連会社の 

名称 

㈱奈良魚市 

中央物産㈱ 

中央フードサービス㈱ 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社のうち

主要な会社等の名称 

大阪中央冷蔵㈱ 

大阪中央運送㈱ 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社のうち

主要な会社等の名称 

大阪中央冷蔵㈱ 

  

(2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社のうち

主要な会社等の名称 

大阪中央冷蔵㈱ 

  

（持分法を適用しない理由） 

非連結子会社15社及び関連

会社８社は、それぞれ中間

連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適

用から除いております。 

（持分法を適用しない理由） 

非連結子会社18社及び関連

会社６社は、それぞれ中間

連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適

用から除いております。 

（持分法を適用しない理由） 

非連結子会社17社及び関連

会社８社は、それぞれ連結

純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用か

ら除いております。 

(3）持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認

められる事項 

持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、当該会

社の中間会計期間に係る中間

財務諸表を使用しておりま

す。 

(3）持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認

められる事項 

同左 

(3）持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認

められる事項 

持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社

については、当該会社の事業

年度に係る財務諸表を使用し

ております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち旭商亊㈱の中

間決算日は10月31日でありま

す。 

中間連結財務諸表の作成にあた

っては、当該会社の中間決算日

現在の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち旭商亊㈱の決

算日は４月30日であります。 

連結財務諸表の作成にあたって

は、当該会社の決算日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

主として中間連結会計

期間末日前１ヶ月の市

場価格等の平均に基づ

く時価法（評価差額は

全部資本直入法により

処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

主として連結会計年度

末日前１ヶ月の市場価

格等の平均に基づく時

価法（評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

主として個別法による低価

法を採用しております。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法を採用して

おります。 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附

属設備を除く。）について

は、定額法を採用しており

ます。 

なお、取得価額が10万円以

上20万円未満の少額減価償

却資産については、３年間

で均等償却する方法を採用

しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づいております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年～15年）による定率

法により翌連結会計年度か

ら費用処理することとして

おります。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年～12年）による定率

法により翌連結会計年度か

ら費用処理することとして

おります。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年～15年）による定率

法により翌連結会計年度か

ら費用処理することとして

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員（執行役員を含む。）

の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間

連結会計期間末要支給額を

計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

役員（執行役員を含む。）

の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によってお

ります。また、振当処理の

要件を満たす為替予約につ

いては、振当処理を行って

おります。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建金銭債

権債務及び外

貨建予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

外貨建金銭債権債務に係る

将来の為替レート変動リス

クを回避するため、原則と

して、個別取引ごとにヘッ

ジ目的で為替予約取引を行

っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約においては、取引

すべてが将来の購入予定に

基づくものであり、実行の

可能性が極めて高いため、

有効性の評価は省略してお

ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなって

おります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は1,995百万円減少しておりま

す。なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

────── 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 「貸与資産減価償却費」と「貸与資産に係るその他経

費」については、当中間連結会計期間から「賃貸原価」

としてまとめて表示する方法に変更いたしました。この

変更により、当中間連結会計期間の「賃貸原価」は営業

外費用の100分の10を超えたため、区分掲記しておりま

す。なお、前中間連結会計期間は営業外費用の「その

他」に52百万円含まれております。 

────── 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日企業会計基準委員会実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に58百万円計上し

ております。 

────── 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に102百万円計上してお

ります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

 12,004百万円  11,813百万円  12,048百万円

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資

産 

百万円

定期預金 70 

建物 360 

土地 1,517 

投資有価証券 393 

子会社の所有する

親会社株式 
40 

連結子会社株式 3,538 

計 5,920 

担保付債務 百万円

短期借入金 6,492 

流動負債の「その

他」 
46 

長期借入金 3,084 

計 9,623 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資

産 

百万円

定期預金 90 

建物 353 

土地 1,517 

投資有価証券 535 

連結子会社株式 3,538 

計 6,034 

担保付債務 百万円

短期借入金 7,152 

流動負債の「その

他」 
43 

長期借入金 2,156 

計 9,351 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資

産 

百万円

定期預金 90 

建物 353 

土地 1,517 

投資有価証券 448 

連結子会社株式 3,538 

計 5,948 

担保付債務 百万円

短期借入金 6,309 

流動負債の「その

他」 
45 

長期借入金 2,539 

計 8,893 

 ３．偶発債務  ３．偶発債務  ３．偶発債務 

保証債務 取引保証  

 （３社） 51百万円

保証債務 取引保証  

 （４社）   51百万円

保証債務 取引保証  

 （５社）   56百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．売上原価には、商品の低価法

による評価減69百万円を含ん

でおります。 

※１．売上原価には、商品の低価法

による評価減66百万円を含ん

でおります。 

※１．売上原価には、商品の低価法

による評価減94百万円を含ん

でおります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち

主要なものは、次のとおりで

あります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち

主要なものは、次のとおりで

あります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち

主要なものは、次のとおりで

あります。 

給料及び手当 3,792百万円

荷造運送費 1,346百万円

賞与引当金繰

入額 
633百万円

退職給付費用 249百万円

貸倒引当金繰

入額 
201百万円

給料及び手当   3,771百万円

荷造運送費   1,383百万円

賞与引当金繰

入額 
   598百万円

退職給付費用    236百万円

貸倒引当金繰

入額 
   165百万円

給料及び手当   7,551百万円

荷造運送費   2,821百万円

賞与引当金繰

入額 
   566百万円

退職給付費用    487百万円

貸倒引当金繰

入額 
   324百万円

 ※３．   ──────  ※３．減損損失  ※３．   ────── 

   当社グループは、主として部門別管

理会計区分を減損損失を把握するグ

ルーピングの単位としております。

ただし、継続的に収支の把握を行っ

ている支店、営業所等は各拠点をグ

ルーピングの単位としております。

本社等特定の部門との関連が明確で

ない資産は共有資産とし、それ以外

の賃貸用資産及び遊休資産について

は個別の物件ごとにグルーピングし

ております。 

そのうち、営業収支のマイナスが継

続している拠点や時価が著しく下落

している遊休資産等について帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額1,995百万円を減損損失として

計上しております。 

減損損失の内訳は以下のとおりであ

ります。 

  営業用設備 福岡市東区他 

  

  土地 47百万円

 建物他 30百万円

 

   賃貸物件  仙台市宮城野区 

 土地 64百万円

 

   遊休資産  大阪府泉佐野市他 

 土地 1,555百万円

 建物他  297百万円

 

  なお、各資産の回収可能価額は不動

産鑑定評価額及び公示価格等に基づ

く正味売却価額により算定しており

ます。 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

  百万円

現金及び預金勘

定 
3,158 

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△113 

現金及び現金同

等物 
3,044 

  百万円

現金及び預金勘

定 
2,178 

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△128 

現金及び現金同

等物 
2,050 

  百万円

現金及び預金勘

定 
2,667

 

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△129 

現金及び現金同

等物 
2,537

 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物及び
構築物 

116 37 79 

機械装置
及び運搬
具 

805 391 413 

器具及び
備品 

858 434 424 

無形固定
資産 

190 159 31 

合計 1,971 1,023 948 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

建物及び
構築物 

155 82 72 

機械装置
及び運搬
具 

827 409 417 

器具及び
備品 

847 433 414 

無形固定
資産 

84 69 14 

合計 1,914 995 919 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 

176 91 84 

機械装置
及び運搬
具 

790 367 422 

器具及び
備品 

876 382 493 

無形固定
資産 

88 65 22 

合計 1,931 907 1,023 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 （注）     同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 293 

１年超 654 

計 948 

  百万円

１年内 273 

１年超 645 

計 919 

  百万円

１年内 309 

１年超 714 

計 1,023 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

 （注）     同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 161百万円

減価償却費相当額 161百万円

支払リース料   163百万円

減価償却費相当額    163百万円

支払リース料    320百万円

減価償却費相当額    320百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（貸主側） 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（貸主側） 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（貸主側） 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び期末残高 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

中間期末
残高 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

95 52 42 

器具及び
備品 

271 120 150 

合計 366 173 193 

 
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額 
(百万円)

中間期末
残高 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

132 71 60 

器具及び
備品 

249 127 121 

合計 381 199 182 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

期末残高
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

112 64 47 

器具及び
備品 

292 142 149 

合計 404 207 196 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 65 

１年超 127 

計 193 

  百万円

１年内 66 

１年超 116 

計 182 

  百万円

１年内 66 

１年超 130 

計 196 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高及び見積残存価額の残高の合計

額が、営業債権の中間期末残高等

に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しておりま

す。 

 （注）     同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高及び

見積残存価額の残高の合計額が、

営業債権の期末残高等に占める割

合が低いため、受取利子込み法に

より算定しております。 

(3）受取リース料及び減価償却費 (3）受取リース料及び減価償却費 (3）受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 38百万円

減価償却費 38百万円

受取リース料   38百万円

減価償却費   38百万円

受取リース料   74百万円

減価償却費   74百万円

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

 



（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社グループのデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため注記しておりません。 

  

 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

(1）株式 2,849 5,131 2,282 2,836 7,053 4,216 2,952 6,080 3,128 

(2）債券 146 148 1 71 73 1 71 74 2 

(3）その他 67 70 2 97 124 26 67 79 12 

計 3,063 5,350 2,286 3,005 7,250 4,244 3,091 6,234 3,143 

 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

(1）満期保有目的の債券    

－ － － － 

計 － － － 

(2）その他有価証券    

非上場株式 

（店頭売買株式を除く） 
318 1,820 1,815 

その他 1 1 1 

計 319 1,821 1,816 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成17年４月

１日 至平成17年９月30日）並びに前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める水産物卸売事業の割合が、いずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成17年４月

１日 至平成17年９月30日）並びに前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の売上高の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成17年４月

１日 至平成17年９月30日）並びに前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 325.97円

１株当たり中間純利益金額 5.58円

１株当たり純資産額 298.39円

１株当たり中間純損失金額 38.55円

１株当たり純資産額 343.38円

１株当たり当期純利益金額 13.93円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載をしておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当た

り中間純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載をしており

ません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載をしておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
304 △2,080 818 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 59 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (59) 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は普通株式に係る中間純損失（△）

（百万円） 

304 △2,080 758 

期中平均株式数（株） 54,436,489 53,969,307 54,450,607 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  当社は農林漁業金融公庫から、鮮魚

加工場「ＯＵＧ加工センター」の建

設資金として平成17年11月28日に260

百万円を借入れました。この借入に

あたり当社所有の当該物件を担保と

して提供いたしました。 

担保提供資産の内容は以下のとおり

であります。 

担保提供期間   

 平成17年11月28日から 

 平成25年10月20日まで 

担保提供資産の種類及び簿価  

 土地       589百万円 

 建物及び構築物  532百万円 

 ────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

＜資産の部＞           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  333   335   371   

２．受取手形  487   214   261   

３．売掛金  20,399   20,036   18,182   

４．たな卸資産  9,323   8,411   5,915   

５．繰延税金資産  435   782   426   

６．その他 ※４ 567   184   91   

貸倒引当金  △905   △878   △869   

流動資産合計   30,639 56.7  29,086 55.4  24,379 49.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）土地  5,217   3,639   5,170   

(2）その他  990   1,008   958   

有形固定資産合
計  6,208   4,647   6,128   

２．無形固定資産  30   28   28   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 11,325   14,545   13,493   

(2）長期貸付金  4,020   4,139   4,263   

(3）繰延税金資産  2,776   1,135   2,091   

(4）その他  2,224   2,145   2,150   

貸倒引当金  △3,152   △3,186   △3,148   

投資その他の資
産合計  17,194   18,779   18,849   

固定資産合計   23,433 43.3  23,454 44.6  25,005 50.6 

資産合計   54,073 100.0  52,540 100.0  49,385 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

＜負債の部＞           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  1,947   1,550   592   

２．買掛金  12,116   11,184   8,821   

３．短期借入金 ※２ 10,911   11,267   10,146   

４．未払法人税等  38   36   72   

５．賞与引当金  337   345   329   

６．その他 ※２ 1,602   1,693   1,537   

流動負債合計   26,954 49.8  26,077 49.6  21,500 43.5 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 3,836   3,424   3,807   

２．退職給付引当金  1,032   1,035   1,038   

３．役員退職慰労引当金  156   180   174   

４．子会社支援損失引当
金  3,950   3,950   3,950   

固定負債合計   8,974 16.6  8,591 16.4  8,969 18.2 

負債合計   35,928 66.4  34,668 66.0  30,470 61.7 

＜資本の部＞           

Ⅰ 資本金   6,495 12.0  6,495 12.4  6,495 13.2 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  6,033   6,033   6,033   

資本剰余金合計   6,033 11.2  6,033 11.5  6,033 12.2 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  858   858   858   

２．任意積立金  2,782   3,377   2,782   

３．中間（当期）未処分
利益  937   －   1,439   

４．中間（当期）未処理
損失  －   775   －   

利益剰余金合計   4,577 8.5  3,460 6.6  5,079 10.3 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   1,216 2.2  2,236 4.2  1,650 3.3 

Ⅴ 自己株式   △178 △0.3  △352 △0.7  △343 △0.7 

資本合計   18,144 33.6  17,872 34.0  18,915 38.3 

負債資本合計   54,073 100.0  52,540 100.0  49,385 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   102,936 100.0  104,003 100.0  214,603 100.0 

Ⅱ 売上原価   98,358 95.5  99,764 95.9  205,433 95.7 

売上総利益   4,578 4.5  4,238 4.1  9,170 4.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   3,826 3.7  3,804 3.7  7,617 3.6 

営業利益   751 0.8  434 0.4  1,552 0.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１  298 0.3  300 0.3  490 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２  174 0.2  144 0.1  319 0.1 

経常利益   875 0.9  590 0.6  1,723 0.8 

Ⅵ 特別利益 ※３  － －  78 0.1  92 0.0 

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※５  12 0.0  1,641 1.6  51 0.0 

税引前中間（当期）
純利益   862 0.9  － －  1,764 0.8 

税引前中間（当期）
純損失    － －  973 0.9  － － 

法人税、住民税及び
事業税  7   7   15   

法人税等調整額  350 358 0.4 193 201 0.2 742 758 0.3 

中間（当期）純利益   504 0.5  － －  1,006 0.5 

中間（当期）純損失   － －  1,174 1.1  － － 

前期繰越利益   432   398   432  

中間（当期）未処分
利益   937   －   1,439  

中間（当期）未処理
損失   －   775   －  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日前１ヶ

月の市場価格等の平均に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

事業年度末日前１ヶ月の

市場価格等の平均に基づ

く時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

個別法による低価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設

備を除く。）については、定

額法を採用しております。 

なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の少額減価償却資

産については、３年間で均等

償却する方法を採用しており

ます。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支給に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により翌事

業年度から費用処理すること

としております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により翌事

業年度から費用処理すること

としております。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員（執行役員を含む。）の

退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間会計期

間末要支給額を計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員（執行役員を含む。）の

退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

(5）子会社支援損失引当金 

子会社の事業の損失支援のた

め、支援予定額を計上してお

ります。 

(5）子会社支援損失引当金 

同左 

(5）子会社支援損失引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。また、振当処理の要件

を満たす為替予約については

振当処理を行っております。 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権

債務及び外貨建

予定取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

外貨建金銭債権債務等に係る

将来の為替レート変動リスク

を回避するため、原則とし

て、個別取引ごとにヘッジ目

的で為替予約取引を行ってお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約においては、取引す

べてが将来の購入予定に基づ

くものであり、実行の可能性

が極めて高いため、有効性の

評価は省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。こ

れにより税引前中間純利益は1,530百

万円減少しております。なお、減損

損失累計額については、改正後の中

間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

 ────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に30百万円計上してお

ります。 

────── 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日企業

会計基準委員会実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に56百万円計上しており

ます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

1,579百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

     1,599百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

    1,591百万円 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

投資有価証券 3,924百万円 投資有価証券  4,065百万円 投資有価証券 3,979百万円

担保付債務 百万円

短期借入金 6,492 

流動負債「そ

の他」 
39 

長期借入金 2,462 

計 8,993 

担保付債務 百万円

短期借入金 7,068 

流動負債「そ

の他」 
39 

長期借入金 1,699 

計 8,807 

担保付債務 百万円

短期借入金 6,225 

流動負債「そ

の他」 
41 

長期借入金 2,032 

計 8,299 

 ３．偶発債務  ３．偶発債務  ３．偶発債務 

保証債務 

銀行借入保証等 百万円

UOICHI PANAMA 

INC. 
3,326 

兵庫養殖漁業

生産組合 
3,000 

㈱スイチョク 7,500 

その他(３社) 167 

計 13,994 

保証債務 

銀行借入保証等 百万円

UOICHI PANAMA

INC. 
3,000 

㈱スイチョク 6,826 

㈱兵殖 3,200 

その他(３社) 113 

計 13,140 

保証債務 

銀行借入保証等 百万円

UOICHI PANAMA 

INC. 
2,766 

㈱スイチョク 6,780 

㈱兵殖 2,950 

その他(３社) 144 

計 12,641 

※４．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重

要性が乏しいため、流動資産

の「その他」に含めて表示し

ております。 

※４．消費税等の取扱い 

同左 

────── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 36百万円

受取配当金 135百万円

受取利息 19百万円

受取配当金 175百万円

受取利息   70百万円

受取配当金 142百万円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

支払利息 68百万円 支払利息   61百万円 支払利息    136百万円

※３．  ────── ※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 

 関係会社株式売

却益 
   78百万円

投資有価証券売

却益 
   92百万円

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 

投資有価証券評

価損 
12百万円

減損損失  1,530百万円 固定資産売却損    37百万円

 ※５．   ──────  ※５．減損損失  ※５．   ────── 

  当社は、部門別管理会計区分を減損

損失を把握するグルーピングの単位

としております。本社等特定の部門

との関連が明確でない資産は共有資

産とし、それ以外の賃貸用資産及び

遊休資産については個別の物件ごと

にグルーピングしております。 

 そのうち、時価が著しく下落してい

る遊休資産について帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額

1,530百万円を減損損失として計上し

ております。 

 減損損失の内訳は以下のとおりであ

ります。 

  遊休資産 大阪府泉佐野市他 

 土地 1,530百万円

 

  なお、土地の回収可能価額は不動産

鑑定評価額及び公示価格等に基づく

正味売却価額により算定しておりま

す。 

 

６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 

有形固定資産 35百万円

無形固定資産 1百万円

有形固定資産   32百万円

無形固定資産  1百万円

有形固定資産   71百万円

無形固定資産  4百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

1．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

1．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

1．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物附属
設備 

145 42 103 

車両運搬
具 

10 5 4 

器具及び
備品 

416 238 177 

無形固定
資産 

299 167 132 

合計 872 453 418 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

建物附属
設備 

145 57 87 

車両運搬
具 

19 8 11 

器具及び
備品 

318 231 86 

無形固定
資産 

245 167 77 

合計 729 466 263 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物附属
設備 

145 50 95 

車両運搬
具 

23 9 14 

器具及び
備品 

347 223 124 

無形固定
資産 

291 188 103 

合計 808 470 337 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 （注）     同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 155 

１年超 263 

計 418 

  百万円

１年内 60 

１年超 202 

計 263 

  百万円

１年内 143 

１年超 193 

計 337 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

 （注）     同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 83百万円

支払リース料   73百万円

減価償却費相当額   73百万円

支払リース料    165百万円

減価償却費相当額    165百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませ

ん。 

  

  



（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

 
中間貸借対
照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

中間貸借対
照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 5,589 4,344 △1,244 5,589 5,078 △510 5,589 4,504 △1,084 

関連会社株式 － － － － － － － － － 

合計 5,589 4,344 △1,244 5,589 5,078 △510 5,589 4,504 △1,084 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  当社は農林漁業金融公庫から、鮮魚

加工場「ＯＵＧ加工センター」の建

設資金として平成17年11月28日に260

百万円を借入れました。この借入に

あたり当社所有の当該物件を担保と

して提供いたしました。 

 担保提供資産の内容は以下のとおり

であります。 

 担保提供期間 

 平成17年11月28日から 

 平成25年10月20日まで 

 担保提供資産の種類及び簿価 

 土地       589百万円 

 有形固定資産「その他」 

          532百万円 

──────  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第59期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年11月11日関東財務局長に提出 

 事業年度（第59期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(3）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月12日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月10日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月11日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成16年12月22日

大阪魚市場株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鳥家 秀夫  印 

     

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 康修  印 

     

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 増田 明彦  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪魚

市場株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、大阪魚市場株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成17年12月22日

大阪魚市場株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 重松 孝司  印 

     

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 増田 明彦  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪魚

市場株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、大阪魚市場株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成16年12月22日

大阪魚市場株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鳥家 秀夫  印 

     

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 康修  印 

     

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 増田 明彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪魚

市場株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、大阪魚市場株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成17年12月22日

大阪魚市場株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 重松 孝司  印 

     

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 増田 明彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪魚

市場株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、大阪魚市場株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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